
京都市乗合自動車旅客運賃条例の一部を改正する条例（平成３１年３月２８日京都市条例

第   号）（交通局営業推進室） 

 消費税法及び地方税法の一部改正により，消費税及び地方消費税の税率が引き上げら

れることに伴い，旅客運賃及び旅客運賃の払戻し，乗車券の再発行又は定期券の書換え

をする場合に徴収する手数料の上限額の適正化を図ることとしました。 

 児童福祉法第６条に規定する保護者が同伴する６歳未満の者の旅客運賃が無料である

ことを明確にするとともに，管理者が特別の理由があると認めるときは旅客運賃を割り

引くこと又は無料とすることができることとしました。 

  この条例は，平成３１年１０月1日から施行することとしました。ただし，第１１条

及び第１２条の改正規定並びに附則第４項の規定は，公布の日から施行することとしま

した。 
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京都市乗合自動車旅客運賃条例の一部を改正する条例を公布する。 

  平成３１年３月２８日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市条例第   号 

   京都市乗合自動車旅客運賃条例の一部を改正する条例 

 京都市乗合自動車旅客運賃条例の一部を次のように改正する。 

 第３条の４第１項第１号ア中「９，２４０円」を「９，６６０円」に改め，同号イ中「２

６，３３０円」を「２７，５３０円」に改め，同号ウ中「４９，９００円」を「５２，１

６０円」に改め，同号エ中「７２，０００円」を「９６，０００円」に改め，同項第２号

ア中「７，９２０円」を「８，２８０円」に改め，同号イ中「２２，５７０円」を「２３，

６００円」に改め，同号ウ中「４２，７７０円」を「４４，７１０円」に改め，同号エ中

「２５，８３０円」を「２７，０１０円」に改め，同号オ中「２８，８４０円」を「３０，

１５０円」に改め，同号カ中「１９，０６０円」を「１９，９３０円」に改め，同項第３

号ア中「６，０００円」を「６，３００円」に改め，同号イ中「１７，１００円」を「１

７，９６０円」に改め，同号ウ中「３２，４００円」を「３４，０２０円」に改め，同号

エ中「１９，５７０円」を「２０，５５０円」に改め，同号オ中「２１，８５０円」を「２

２，９４０円」に改め，同号カ中「１４，４４０円」を「１５，１６０円」に改め，同項

第４号ア中「３，６００円」を「３，９６０円」に改め，同号イ中「１０，２６０円」を

「１１，２９０円」に改め，同号ウ中「１９，４４０円」を「２１，３８０円」に改め，

同号エ中「１１，７４０円」を「１２，９２０円」に改め，同号オ中「１３，１１０円」

を「１４，４２０円」に改め，同号カ中「８，６６０円」を「９，５３０円」に改め，同

項第５号ア中「７，８００円」を「８，１９０円」に改め，同号イ中「２２，２３０円」

を「２３，３４０円」に改め，同号ウ中「４２，１２０円」を「４４，２３０円」に改め，

同項第６号ア（ア）中「７，２００円」を「７，５６０円」に改め，同号ア（イ）中「２

０，５２０円」を「２１，５５０円」に改め，同号ア（ウ）中「３８，８８０円」を「４

０，８２０円」に改め，同号イ（ア）中「１０，８００円」を「１１，３４０円」に改め，

同号イ（イ）中「３０，７８０円」を「３２，３２０円」に改め，同号イ（ウ）中「５８，

３２０円」を「６１，２４０円」に改め，同項第７号ア中「１２，４７０円」を「１３，

０４０円」に改め，同号イ中「３５，５４０円」を「３７，１６０円」に改め，同号ウ中

「６７，３４０円」を「７０，４２０円」に改める。 
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 第１１条に次の１項を加える。 

２ 管理者は，前項の規定による場合のほか，事業の運営上特別の理由があると認めると

きは，旅客運賃の額を割り引くことができる。 

 第１２条第１項第２号を同項第３号とし，同項第１号中「の旅客」の右に「（前号の保護

者を除く。）」を加え，同号を同項第２号とし，同項に第１号として次の１号を加える。 

   児童福祉法第６条に規定する保護者が同伴する６歳未満の者 

 第１２条第２項第３号中「前条第２号」を「前条第１項第２号」に改め，同条に次の１

項を加える。 

３ 管理者は，前２項の規定による場合のほか，事業の運営上特別の理由があると認める

ときは，旅客運賃を無料とすることができる。 

 第１９条第２項中「５１０円」を「５２０円」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成３１年１０月１日から施行する。ただし，第１１条及び第１２条の

改正規定並びに附則第４項の規定は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の京都市乗合自動車旅客運賃条例の規定にかかわらず，この条

例の施行の日前に発売した定期券は，当該定期券の通用期間中に限り使用することがで

きる。 

（委任） 

３ 前項に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な経過措置は，管理者が定める。 

（京都市道路附属物自動車駐車場条例等の一部改正） 

４ 次に掲げる条例の規定中「第１１条第２号」を「第１１条第１項第２号」に改める。 

   京都市道路附属物自動車駐車場条例別表第３備考３（６） 

   京都市道路附属物自転車等駐車場条例第９条第３項第１号イ（キ） 

   京都市高速鉄道北山駅自転車駐車場の利用料金に関する条例第３条第２項第２号カ 

   京都市自転車等駐車場条例第８条第３項第１号イ（キ） 

（交通局営業推進室） 


